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平
成
19
年
度
　
決
算
報
告

九
月
一
日
〜
二
十
五
日
に
開
か
れ
た
市
議
会
九
月
定
例
会
で
、
市
の
平
成
十
九
年
度
決
算
が
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

決
算
と
は
、
皆
さ
ん
の
税
金
や
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
な
ど
が
市
に
ど
の
く
ら
い
入
り
、
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た

か
と
い
う『
市
の
家
計
簿
』の
こ
と
。
伊
豆
の
国
市
の
昨
年
度
一
年
間
の
家
計
の
や
り
く
り
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

借
り
て
い
る
お
金
の
現
在
高

市民一人あたりの借入金残高
【市債現在高】

平成１８年度
５０万６，０８９円

【２５６億１００万円】

平成１９年度
４９万１，２７２円
【２４６億９，９１８万円】

歳出
さ い し ゅ つ

１年間に使ったお金

歳入
さ い に ゅ う

１年間に入ったお金

貯
め
て
い
る
お
金
の
現
在
高

●市民一人あたり
平成１８年度３１万９１４円

平成１９年度３３万７７６円

●市民一人あたり
平成１８年度３２万７，９７９円

平成１９年度３４万４，８８２円

＊対象人口（住民基本台帳）
平成１８年度末　５万５８６人
平成１９年度末　５万２７６人

●
実
質
赤
字
比
率

一
般
会
計
等
の
赤
字
の
程
度
を
指
標
化

し
、
財
政
運
営
の
深
刻
度
を
示
す
も
の
。

●
連
結
実
質
赤
字
比
率

す
べ
て
の
会
計
の
赤
字
や
黒
字
を
合
算

し
、
地
方
公
共
団
体
全
体
と
し
て
の
赤
字

の
程
度
を
指
標
化
し
、
地
方
公
共
団
体
全

体
と
し
て
の
運
営
の
深
刻
度
を
示
す
も
の
。

●
実
質
公
債
費
比
率

借
入
金
の
返
済
額
や
こ
れ
に
準
じ
る
額

の
大
き
さ
を
指
標
化
し
、
資
金
繰
り
の
危

険
度
を
示
す
も
の
。

●
将
来
負
担
比
率

地
方
公
共
団
体
の
一
般
会
計
の
借
入
金

や
、
将
来
支
払
っ
て
い
く
可
能
性
の
あ
る

負
担
等
の
現
時
点
で
の
残
高
の
程
度
を
指

標
化
し
、
将
来
財
政
を
圧
迫
す
る
可
能
性

が
高
い
か
ど
う
か
を
示
す
も
の
。

●
早
期
健
全
化
基
準

健
全
化
判
断
比
率
の
う
ち
ひ
と
つ
で
も

早
期
健
全
化
基
準
以
上
に
な
っ
た
場
合

は
、
財
政
健
全
化
計
画
を
定
め
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。

●
資
金
不
足
比
率

公
営
企
業
ご
と
の
資
金
不
足
額
を
、
事

業
規
模
に
対
し
て
指
標
化
し
、
経
営
状
況

の
深
刻
度
を
示
す
も
の
。

●
経
営
健
全
化
基
準

資
金
不
足
比
率
が
経
営
健
全
化
基
準
以

上
の
公
営
企
業
会
計
は
、
経
営
健
全
化
計

画
を
定
め
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

問合せ 財政課
電話０５５‐９４８‐１４１４

一人あたり １４，８１７円減

市民一人あたりの預金残高
【基金現在高】

平成１８年度
７万８，０１３円
【３９億４，６３５万円】

平成１９年度
８万１，７２９円

【４１億９０２万円】

一人あたり １３，７１６円増

特別会計 歳入 歳出

国民健康保険 ５４億７,３２６万円 ５５億１,０２５万円

老人保健 ３８億 ７１５万円 ３７億７,７１７万円

介護保険 ２７億 ３８６万円 ２６億３,６９９万円

楠木及び天野揚水場管理 ４,５８５万円 ４,４４９万円

簡易水道等事業 ３，７６２万円 ３，４２１万円

下水道事業 １６億９,４５１万円 １６億３,７５７万円

公営企業会計 歳入 歳出

上水道事業会計　収益的 ６億９,１３２万円 ５億４,０３１万円

資本的 ４,６９３万円 ３億１,７１７万円

判断比率項目
伊豆の国市の
判断比率

早期
健全化基準

実質赤字比率 －＊ １３．１６％

連結実質赤字比率 －＊ １８．１６％

実質公債費比率 １２．４％ ２５．０％

将来負担比率 ８０．５％ ３５０．０％

公営企業会計
の名称

伊豆の国市の
資金不足比率

経営
健全化基準

上水道事業会計 －＊ ２０．０％

簡易水道等事業
特別会計

－＊ ２０．０％

下水道事業特別会計 －＊ ２０．０％

平
成
十
九
年
六
月
に『
地
方
公
共

団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
』が

公
布
さ
れ
、
す
べ
て
の
地
方
公
共
団
体
に
、

財
政
の
健
全
性
を
判
断
す
る
た
め
の
健
全

化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比
率
の
公
表
が

義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
。

伊豆の国市健全化判断比率（平成１９年度）伊豆の国市資金不足比率（平成１９年度）

＊赤字額や資金不足額がなく、比率が算出
されないため『－』で記載しています。

財
政
健
全
化
法
が
わ
か
る

伊豆の国市の健全化判断比率や資金不足比率において、
基準を超える数値はありません。

伊豆の国市の財政健全化判断比率等を公表します！


